
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第６条の規定により、
平成２１年第２回定例会にかかる交付決定実績調書及び交付決定実績調書（変更分）を公表します。

第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：政策部 ）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-1
(1-9)

発電用施設周辺地
域振興事業費補助
金

名張市
名張市鴻之台１－１

100,000 名張市が行う市青少
年センター舞台関係
設備改修工事に対し
補助を行う。

・電源立地地域対策交付金を活用
し、地域の活性化、住民の福祉の
向上を図ることにより、電源立地に
対する県民の理解と協力を深め
る。
・政策部関係補助金等交付要綱

（政策）
土地・水・エネルギー資源
の効率的な利用の促進
（施策）
エネルギー対策の推進
（目標）
電力・エネルギーの安定
供給

特別会計に関する法律
に基づき設置された制
度である。

土地・資源
室

2-2
(1-9)

発電用施設周辺地
域振興事業費補助
金

熊野市
熊野市井戸町７９６

100,000 熊野市が行う工業団
地開発事業に伴う調
整池整備に対し補助
を行う。

同上 同上 同上 同上

2-3
(1-14)

石油貯蔵施設立地
対策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町１－
５

146,567 四日市市が行うはし
ご付消防自動車等の
整備に対し補助を行
う。

・石油貯蔵施設の周辺地域におけ
る住民の福祉の向上を図ることに
より、石油貯蔵施設の設置の円滑
化を図る。
・政策部関係補助金等交付要綱

同上 同上 同上

電話 059-224-2119

2009年9月16日
連絡先
総務部

予算調整室

政策部 1



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：政策部 ）  (単位：千円)

変更前 変更後

2-1
(1-4)

四日市港管理組
合県負担金 (平
成21年度）

四日市港管理組合
四日市市霞２丁目
１－１

港湾法の規定による
港湾管理者の業務に
対し負担金を交付す
る。

2,000,939 2,043,195 四日市港第１航路泊地浚渫事業の
追加（６月補正）に伴い県負担金が
増額となったため。

交通政策室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

政策部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：生活・文化部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施策
及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

室（課）名 備考

2-1
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 津田学園
四日市市笹川1丁目106-
2

176,563 私立高等学校等
における教育に係
る経常的経費に
補助する。

（目的）
私立学校の建学の精神に基づいた
特色ある教育の向上への支援及び
保護者の経済的負担の軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
生活・文化部関係補助金等交付要綱

政策 豊かな個性を育む人づ
くりの推進
施策 学校教育の充実
目標 私学教育の振興
（私立高等学校等の振興）

公教育の一翼を大きく担っ
ている私立学校に対して、
建学の精神を尊重し、支援
を行ううえでは、経常経費
に係る補助金の交付が適
当である。

生活・文化総
務室

2-2
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 暁学園
四日市市萱生町238

410,164 同上 同上 同上 同上 同上

2-3
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 ﾒﾘﾉｰﾙ女子学
院

四日市市市平尾町2800

100,390 同上 同上 同上 同上 同上

2-4
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 ｴｽｺﾗﾋﾟｵｽ学
園
四日市市追分1丁目9-34

184,264 同上 同上 同上 同上 同上

2-5
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 享栄学園
名古屋市中区千代田３
丁目11-16

329,224 同上 同上 同上 同上 同上

2-6
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 高田学苑
津市大里窪田町字下沢
2865-1

386,692 同上 同上 同上 同上 同上

2-7
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 ｾﾝﾄﾖｾﾞﾌ女子
学園
津市半田1330

152,419 同上 同上 同上 同上 同上

2-8
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 梅村学園
名古屋市昭和区八事本
町101-2

337,970 同上 同上 同上 同上 同上

2-9
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 皇學館
伊勢市神田久志本町
1704

231,910 同上 同上 同上 同上 同上

2-10
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 伊勢学園
伊勢市黒瀬町562-13

91,937 同上 同上 同上 同上 同上

2-11
(1-15)

私立高等学校等振興
補助金

学校法人 日生学園
津市白山町八対野2739

202,074 同上 同上 同上 同上 同上

生活・文化部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：生活・文化部） (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及び
住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施策
及び目標

補助金等の交付以外の方
法の可能性

室（課）名 備考

2-12
(1-16)

私立幼稚園振興補助
金

学校法人 津田学園
四日市市笹川1丁目106-
2

124,135 私立幼稚園にお
ける教育に係る経
常的経費に補助
する。

（目的）
私立幼稚園の建学の精神に基づい
た特色ある教育の向上への支援及
び保護者の経済的負担の軽減を図
る。 （根
拠）
私立学校振興助成法
生活・文化部関係補助金等交付要綱

政策 豊かな個性を育む人づ
くりの推進
施策 学校教育の充実
目標 私学教育の振興
（私立幼稚園の振興）

公教育の一翼を大きく担っ
ている私立幼稚園に対し
て、建学の精神を尊重し、
支援を行なううえでは、経
常経費に係る補助金の交
付が適当である。

生活・文化総
務室

2-13
(1-16)

私立幼稚園振興補助
金

学校法人 宣真学園
鈴鹿市鈴鹿ハイツ5-45

72,629 同上 同上 同上 同上 同上

2-14
(1-17)

私立特別支援学校振
興補助金

学校法人 特別支援学
校聖母の家学園
四日市市波木町398-1

129,350 私立特別支援学
校における教育に
係る経常的経費
に補助する。

（目的）
私立学校の建学の精神に基づいた
特色ある教育の向上への支援及び
保護者の経済的負担の軽減を図る。
（根拠）
私立学校振興助成法
生活・文化部関係補助金等交付要綱

政策 豊かな個性を育む人づ
くりの推進
施策 学校教育の充実
目標 私学教育の振興
（私立特別支援学校の振興）

公教育の一翼を大きく担っ
ている私立特別支援学校
に対して、建学の精神を尊
重し、支援を行なううえで
は、経常経費に係る補助
金の交付が適当である。

同上

生活・文化部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-1
(20-
1-2)

障がい者医療費
補助金
 (平成20年度）

名張市
市長 亀井利克
名張市鴻之台1-1

83,342        市町が実施する
障がい者医療費助
成に要する経費を
補助する。

 心身障がい者の健康の保
持・増進と福祉の向上を図るた
め、｢福祉医療費補助金交付要
領｣に基づき補助金を交付し、
心身障がい者が経済的な理由
によって、必要な医療が受けら
れず、傷病が重度化したり手遅
れにならないようにするもので
ある。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：生活保障の確保
目標：対象者が安心し
て必要な医療を受けら
れるようにする

 市町は福祉医療費
助成に多額の費用を
要しており、この負担
を軽減するための方
法としては、補助金
の交付以外にはな
い。

社会福祉室

2-2
(20-
1-2)

障がい者医療費
補助金
（平成20年度）

志摩市
市長 大口秀和
志摩市阿児町鵜方
3098

71,360        同上  同上  同上  同上 社会福祉室

2-3
(20-
1-3)

乳幼児医療費補
助金
（平成20年度）

松阪市
松阪市長 下村猛
松阪市殿町1340-
1

99,353        市町が実施する
乳幼児医療費助成
に要する経費を補
助する。

 乳幼児の健康の保持・増進と
福祉の向上を図るため、｢福祉
医療費補助金交付要領｣に基
づき補助金を交付し、乳幼児が
経済的な理由によって、必要な
医療が受けられず、傷病が重
度化したり手遅れにならないよ
うにするものである。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：子育て環境の整
備
目標：対象者が安心し
て必要な医療を受けら
れるようにする

 福祉医療費助成に
多額の費用を要して
おり、この負担を軽減
するための方法とし
ては、補助金の交付
以外にはない。

社会福祉室

2-4
(20-
1-4)

乳幼児医療費補
助金
（平成20年度）

桑名市
市長 水谷元
桑名市中央町2-37

78,469        同上  同上  同上  同上 社会福祉室

健康福祉部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-5
(1-37)

軽費老人ホーム
運営費補助金

（社福）青山里会
理事長 川村陽一
四日市市山田町
5500-1

127,989  軽費老人ホーム
（Ａ型・ケアハウス）
の運営に必要な経
費に対して補助金
を交付する。

 健康福祉部関係補助金等交
付要綱及び三重県軽費老人
ホーム運営費補助金交付要領
に基づき、安定的な施設運営を
図るため補助を行う。

政策：安心を支える医
療福祉の推進
施策：高齢者保健福祉
の推進
目標：介護予防後の中
重度の要介護認定者
数割合・介護予防サー
ビス事業所数

 高齢者が軽費老人
ホームを低額で利用
できるよう、施設運営
費の減免分を補助す
ることにより、入居高
齢者を支援するもの
であり、補助金の交
付以外の方法はな
い。

長寿社会室

健康福祉部 2



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：健康福祉部  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-6
(1-40)

軽費老人ホーム
運営費補助金

（社福）長茂会
理事長 世古祐臣
尾鷲市大字南浦
4584-3

94,404  軽費老人ホーム
（Ａ型・ケアハウス）
の運営に必要な経
費に対して補助金
を交付する。

 健康福祉部関係補助金等交
付要綱及び三重県軽費老人
ホーム運営費補助金交付要領
に基づき、安定的な施設運営を
図るため補助を行う。

政策：安心を支える医
療福祉の推進
施策：高齢者保健福祉
の推進
目標：介護予防後の中
重度の要介護認定者
数割合・介護予防サー
ビス事業所数

 高齢者が軽費老人
ホームを低額で利用
できるよう、施設運営
費の減免分を補助す
ることにより、入居高
齢者を支援するもの
であり、補助金の交
付以外の方法はな
い。

長寿社会室

2-7
(1-36)

介護サービス
基盤整備補助金

（福）三重豊生会
度会郡度会町大野
木字山田2945-2

101,250  特別養護老人
ホームの施設整備
に対し補助を行う。

 「三重県老人保健福祉施設
整備費補助金交付要領」に基
づき、設置者に対して施設整備
補助金を交付する。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：高齢者保健福祉
の推進
目標：特別養護老人
ホーム整備率

 施設整備に係る経
費が多額のため、補
助金の交付がなけれ
ば整備はできない。

長寿社会室

2-8
(1-36)

介護サービス
基盤整備補助金

（福）風薫会
四日市市高砂町7-
6

168,750  特別養護老人
ホームの施設整備
に対し補助を行う。

 「三重県老人保健福祉施設
整備費補助金交付要領」に基
づき、設置者に対して施設整備
補助金を交付する。

政策：安心を支える医
療・福祉の推進
施策：高齢者保健福祉
の推進
目標：特別養護老人
ホーム整備率

 施設整備に係る経
費が多額のため、補
助金の交付がなけれ
ば整備はできない。

長寿社会室

2-9
(1-93)

三重県妊婦健康
診査臨時特例交
付金

四日市市
市長 田中俊行
四日市市諏訪町2-
2

73,166  市町が実施する
妊婦健康診査事業
に必要な経費の一
部を交付する。

 三重県妊婦健康診査支援基
金条例、健康福祉部関係補助
金交付要綱及び三重県妊婦健
康診査臨時特例交付金交付要
領に基づき、市町が実施する妊
婦健康診査事業に必要な経費
の一部を交付する。

政策：健やかなくらしを
育むささえあい社会の
構築
施策：子育て環境の整
備
目標：安心して妊娠・出
産ができる体制を確保
する

 県内統一した検診
項目や単価を確保す
るため、検診実施主
体の市町への補助金
の交付によらなけれ
ばならない。

こども家庭室

 

 

健康福祉部 3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

(部局名：農水商工部)  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-1
(1-44)

土地改良施設整
備補修事業費補
助金

三重県土地改良事
業団体連合会
津市広明町３３０

87,600 土地改良施設の整
備補修に要する経費
を補助する。

（目的・理由）
公的助成措置を講ずることによ
り土地改良等施設管理者の管
理意識の高揚を図るとともに、
施設の機能の保持と長寿命化
を図る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農業を支える生産・経営
基盤の充実
（目標）
農業生産基盤の整備

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は国及
び県の補助金によら
なければ、実施が困
難である。

農業基盤
室

2-2
(1-42)

三重用水施設管
理費負担金

独立行政法人水資
源機構
埼玉県さいたま市
中央区新都心
１１－２

128,463 農水・上水・工水の
多目的大規模利水
事業として整備され
た三重用水事業につ
いて、独立行政法人
水資源機構が直接
管理する管理費の農
業用水に係る分を負
担する。

（目的・理由）
広域に渡る大規模な用水施
設について、適切な施設管理に
より、農業用水を安定的に供給
し、農業生産基盤の安定を図
る。
（根拠）
独立行政法人水資源機構法

同上 水資源を効率的に
利用し、広範囲の地
域にわたる農業用水
の安定供給を図る事
業であり、施設管理
に多額の経費を要す
ることから、国及び県
の補助金によらなけ
れば適切な施設管理
が困難である。

同上

2-3
(1-49)

農地・水・環境保
全向上対策事業
費補助金

三重県農地・水・環
境保全向上対策協
議会
津市広明町３３０

94,412 農地・農業用水等の
維持・保全及び発展
を図るために補助す
る。

（目的・理由）
農地・農業用水等の維持・保全
及び発展を図ることで、農村集
落の維持・活性化と農業が本来
有する自然循環機能を維持・増
進する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
農水産業の持つ多面的
機能の維持・向上
（目標）
農業の多面的機能の発
揮

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は補助
金によらなければ、
事業実施が困難であ
る。

同上

2-4
(1-
108)

広域漁港整備事
業費補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽３－
１－１

298,673 漁港を計画的に整備
し、県民のニーズに
的確に対応した水産
物の安定供給に資す
るため、答志・菅島漁
港の整備に要する経
費を補助する。

（目的・理由）
水産物の生産・流通の拠点作り
を推進する。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
安全で安心な水産物の
安定的な提供
（目標）
水産生産基盤の整備

同上 水産基盤
室

農水商工部 1



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

(部局名：農水商工部)  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-5
(1-12)

小規模事業支援
費補助金

三重県商工会連合
会
津市栄町１－８９１

828,743 商工会及び商工会連
合会の行う小規模事
業者等の経営、技術
の改善、発達等のた
めの事業の充実と商
工会の指導力の強
化を図り、小規模事
業者の振興と安定を
支援する事業に補助
する。

（目的・理由）
小規模事業者等の振興と安定
を図る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

（政策）
安心を支える雇用・就業
環境づくりと元気な産業
づくり
（施策）
活力ある地域産業の振
興
（目標）
経営支援機能の充実

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は県の
補助金によらなけれ
ば、事業実施が困難
である。

金融経営
室

2-6
(1-12)

同上 津商工会議所
津市丸之内２９－１
４

87,151 津商工会議所の行う
小規模事業者等の
経営、技術の改善、
発達等のための事業
の充実を図り、小規
模事業者の振興と安
定を支援する事業に
補助する。

同上 同上 同上 同上

2-7
(1-11)

中小企業連携組
織対策事業費補
助金

三重県中小企業団
体中央会
津市栄町１－８９１

118,496 三重県中小企業団
体中央会が行う中小
企業の組織化、中小
企業団体の育成指
導のための窓口相
談、巡回指導、専門
家による指導等の事
業に対して助成し、
中小企業者の経済
的地位の向上・地域
経済の活性化を図
る。

（目的・理由）
中小企業者の連携組織の推進
と事業協同組合等の指導育成
により、中小企業者の地位の向
上を図る。
（根拠）
農水商工部関係補助金等交付
要綱

同上 同上 同上

2-8
(1-23)

研究施設・過疎
地域等立地促進
補助金

三菱化学株式会社
取締役社長 小林
喜光
東京都港区芝４－
１４－１

96,377 自動車、情報電子業
界等への提案型研
究開発設備の新規
立地に対して補助す
る。
業種：化学工業（研
究開発施設）

（目的・理由）
研究開発施設の工場立地に対
して設備投資費を補助すること
により雇用の確保及び地域産
業の高度化を実現する。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
安心を支える雇用・就業
環境づくりと元気な産業
づくり
（施策）
自律的産業集積の推進
（目標）
戦略的な企業誘致

本県への企業誘致を
実現するための優遇
措置として補助金以
外の方法での事業実
施は極めて困難であ
る。

企業立地
室

農水商工部 2



第２－１号様式（条例第６条第３項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上、変更分）

（部局名：農水商工部）  (単位：千円)

変更前 変更後

2-1
(1-16)

離島漁村再生事
業費補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽３－
１－１

災害時における避難物資の陸
揚場や受渡し場を確保するた
め、和具（答志）漁港について、
耐震化された浮桟橋及び待合
所等を整備し、災害に強い安全
で安心して暮らせる離島漁村の
整備を推進するための経費を
補助する。

221,192 350,692 事業効果の早期発現を図るた
め、物揚場工事の追加施工に
伴う増額交付決定を行った。

水産基盤
室

2-2
(1-7)

三重産業振興セ
ンター補助金

財団法人三重県産
業支援センター
津市栄町１－８９１

三重産業振興センター（通称
「メッセウイング・みえ」）の建設
工事に係る中小企業高度化資
金の償還金のうちの三重県負
担分を財団法人三重県産業支
援センターに交付する。

238,214 233,647 メッセウィングみえ空調及び給
排水設備改修工事の執行見
込額が減少したため。

商工振興
室

備考番号 変更の内容及び理由 室（課）名補助金等の名称
補助事業者の氏名

及び住所
事業内容

交付決定額

農水商工部 3



第２号様式（条例第６条第１項関係）
交付決定実績調書（7,000万円以上）

（部局名：県土整備部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

室（課）名 備考

2-1
(1-3)

都市河川改修費
負担金
（平成20年度）

近畿日本鉄道株式
会社
大阪市天王寺区上
本町6丁目1番55号

388,750 近鉄川原町駅付近
連続立体交差事業
と併せて実施する
三滝川の狭窄部を
解消する河川改修
事業のため、鉄道
橋架替工事に要す
る経費を河川管理
者として負担する。

(目的・理由）
河川の拡幅と鉄道橋の架替を
行うことでネック点を解消し、治
水安全度の向上を図るため。
（根拠）
二級河川三滝川鉄道橋・道路
橋緊急対策事業にかかる近鉄
との協定書

（政策）
災害に強い県土づくり
の推進
（施策）
治山・治水・海岸保全
対策の推進
（目標）
洪水防止対策の推進

ネック点解消に伴う
鉄道橋架替のため鉄
道事業者へ負担する
ものであり、他の方
法は見当たらない。

河川・砂
防室

2-2
(1-2)

都市河川改修費
負担金
（平成21年度）

同上 96,500 同上 同上 同上 同上 同上

2-3
(1-2)

連続立体交差事
業負担金
（平成20年度）

同上 578,462 近鉄川原町駅付近
連続立体交差事業
による鉄道施設高
架化等の都市計画
事業に要する経費
を負担する。

（目的・理由）
連続立体交差事業による鉄道
施設高架化で踏切除去を行うこ
とにより交通円滑化と踏切事故
の解消を図るため。
（根拠）
「都市における道路と鉄道との
連続立体交差化に関する要綱」
及び「同細目要綱」に基づく近
鉄との協定書

（政策）
快適なまちづくりの推進
（施策）
快適な都市環境の整備
（目標）
鉄道施設高架化による
交通の円滑化

連続立体交差事業に
よる鉄道施設高架化
等に負担するもので
あり、他の方法は見
当たらない。

都市政策
室

県土整備部 1


